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 令別表第一（３）項に掲げる防火対象物※１で、

｢火を使用する設備又は器具｣※２を設けたもの 

 非該当※６ 

YES 

NO 

当該設備又は器具は、提供す

る飲食物の調理目的である 

熱源は電気のみ※３ 

｢防火上有効な措置｣※４ 

を講じたもの 

 令第 10 条第１項第１号ロに該当※５ 

NO 

NO 

NO 

YES 

YES 

YES 

※１ 令第 10 条は令第９条の適用により、令別表第一

（16）項に掲げる防火対象物の（３）項部分も含まれる

ことに留意すること 

※２ 原則として厨房設備（条例第３条の４）又は調理

を目的とした｢火を使用する器具｣を対象とするものであ

ること 

※３ 法第９条に規定する｢火を使用する設備又は器具｣

に対しての設置強化となるため、当該設備又は器具が直

接火を使用しないものを除く 

※４ ｢防火上有効な措置｣とは、次に掲げる装置を設け

るものをいう 

①調理油過熱防止装置 

②｢フード等用簡易自動消火装置技術基準の運用につい

て｣(平成８年６月５日千消指導第145号)に適合したもの 

③その他の危険な状態の発生を防止するとともに、発生

時における被害を軽減する安全機能を有する装置(圧力

感知安全装置等) 

※５ 該当となる防火対象物については、次に掲げる事項に留意すること 

①小規模特定飲食店等(令第 10 条第１項第１号ロに掲げる防火対象物であって、延べ面積が 150 ㎡未満のもの)は、規則第６条第５項各号に掲

げる防火対象物又はその部分を除き、消火器具の能力単位の加算を行わないこと 

②現に存する防火対象物で、改正前の令第 10 条第１項又は条例第 34 条の４第１項及び第２項等により、既に消火器具が設置されている場合に

ついては、設置届出の提出は不要であること 

③現に存する防火対象物で、条例第 34 条の４第２項により設けられていた消火器具で小規模特定飲食店等の消火器具を警戒する場合、｢火を使

用する設備又は器具｣が設けられた階の各部分から歩行距離 20m 以下となる位置に配置されていること 

※６ 非該当となる場合も、可燃性固体類又は可

燃性液体類を煮沸する設備又は器具には消火器が

必要となるため留意すること（条例第 34 条の４第

２項第５号関係） 


